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消費者物価指数（食料関係）の対前年上昇率の推移
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○ 食料関係の消費者物価指数の対前年上昇率については、直近では持家の帰属家賃を除く総合を上回って推移している。

（単位：％）

ウェイト
（１万分比）

2024年 2025年 2024年10月
～2025年６月

平均10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

食料 2626 3.5 4.8 6.4 7.8 7.6 7.4 6.5 6.5 7.2 6.4

生鮮食品 396 2.1 8.7 17.3 21.9 18.8 13.9 3.9 △ 0.1 1.6 9.8

生鮮食品を除く食料 2230 3.8 4.2 4.4 5.1 5.6 6.2 7.0 7.7 8.2 5.8

穀類 214 13.5 15.0 15.2 18.4 21.9 25.4 27.4 28.7 29.0 21.6

（参考）持家の帰属家賃を除く総合 8420 2.6 3.4 4.2 4.7 4.3 4.2 4.1 4.0 3.8 3.9

資料出所 総務省「消費者物価指数」

（注）「2024年10月～2025年６月平均」の上昇率は、「同期の指数の単純平均」の「前年同期の指数の単純平均」に対する上昇率。
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令和７年４月25日 米国の関税措置に関する総合対策本部（第３回）
資料４ 米国の関税措置に関する各省庁の影響調査について（抜粋）
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令和７年４月25日 米国の関税措置に関する総合対策本部（第３回）
資料４ 米国の関税措置に関する各省庁の影響調査について（抜粋）
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令和７年４月25日 米国の関税措置に関する総合対策本部（第３回）
資料４ 米国の関税措置に関する各省庁の影響調査について（抜粋）
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令和７年４月25日 米国の関税措置に関する総合対策本部（第３回）
資料４ 米国の関税措置に関する各省庁の影響調査について（抜粋）
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諸外国の最低賃金制度（適用除外、減額措置）

イギリス フランス ドイツ アメリカ 韓国 （参考）日本

根拠法・
導入年

全国最低賃金法
（1998年）

労働法典
(L3231-1以下)

（1950年）

最低賃金法
(MiLoG)

（2015年）

公正労働基準法
(FLSA)

（1938年）

※州別最賃は各州法

最低賃金法
（1988年）

最低賃金法
（1959年）

設定
方式

全国一律 全国一律

全国一律

※ただし、産別最賃が法定最賃を上
回る場合は産別最賃が適用

全国一律（連邦最低賃金）

地域別（州・市・郡最低賃金）

※併用

全国一律

地域別最低賃金

※ただし、産別最賃が法定最賃を上
回る場合は産別最賃が適用

適用
除外

〇高等教育のコース等での
就業体験、就学義務年
齢（通常16歳）に満たない
労働者

等

〇労働時間を把握すること
ができない労働者

（訪問販売員などの一部）

〇未成年者
（18歳未満）

〇職業訓練実習生の一部
〇長期失業者の就職時

（開始から6か月）

等

【連邦最低賃金】
〇管理職、専門職等
〇小規模企業従業員

等

【州別等最低賃金】
〇州により異なる

〇精神又は身体の障害によ
り労働能力が著しく低い
者や最低賃金を適用する
ことが適当でないと認めら
れる者に該当し、雇用労
働部長官の認可を受けた
者

・なし

減額
措置

【全国最低賃金】
〇18～20歳：10ポンド
〇16～17歳：7.55ポンド
〇見習訓練生：7.55ポン

ド

※ 21歳以上を対象とした「全国生
活賃金」より減額された最低賃
金額

※ 若年層向け（18歳以上）の
額は、成人向けの額との将来的
な統合が予定されている。

（未成年）
〇17歳：10％減
〇16歳以下：20％減

（熟練化契約）
〇年齢と学位により20～

45%減

（見習訓練契約）
〇年齢と契約経過年数によ

り22～73％減

ー

【連邦最低賃金】
〇20歳未満の労働者

（雇い始めから90日間は
4.25ドル）

〇障害者
（連邦労働省賃金・労働時間

局の承認が必要）

〇学生の一部
〇習慣的に月30ドルを超え

るチップを得る従業員

【州別等最低賃金】
〇州等により異なる

〇修習・試用期間中の者
（修習開始から３か月。１年未

満の契約労働者除く）：
最低賃金額（時給額）

から10％減額

【減額特例】
都道府県労働局長の許可を
受けることにより減額適用。

〇精神または身体の障害によ
り著しく労働能力の低い者

〇試の使用期間中の者
〇基礎的な技能等を内容と

する認定職業訓練を受ける
者のうち一定の者

〇軽易な業務に従事する者
及び断続的労働に従事す
る者

（参考）

最低
賃金額

【全国生活賃金】
12.21ポンド
※2025年４月１日発効
※成人向け「全国生活賃金」の額

11.88ユーロ
※2024年11月1日発効

12.82ユーロ
※2025年1月1日発効

7.25ドル
※2009年7月24日発効

10030ウォン
※2025年1月1日発効

1055円
※全国加重平均
※2024年10～11月発効
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欧州連合（ＥＵ）の最低賃金に関する指令（2022年10月成立）

最低賃金制度や労働協約を通じて設定される賃金の最低基準について、各加盟国の慣行を尊重しつつ、適正な水
準の目安となる指標の設定や、水準の決定などにおける労使の参加、また労働協約や法定最低賃金による保護の状
況に関するデータの収集・報告などを求めることで、水準の引き上げや適用拡大に向けた取り組みの促進をはかる内容

【労使交渉を通じた賃金決定を重視】

労使交渉を通じた賃金決定を重視する方針を明確に示している(4条)。

【賃金の中央値の60％などを目安に】

法定最低賃金制度を有する加盟国は、最低賃金額の設定・改定手続きの確立とともに、適切な水準への設定・改
定のための基準を設定しなければならない(5条)。基準は、各国の慣行(法定、専門機関による決定あるいは三者合
意など)に基づいて設定することができるが、少なくとも、a)最賃額の購買力(生活費を考慮)、b)一般的な賃金水準や
分配の状況、c)賃金上昇率、d)長期的な生産性の水準・動向、の各要素を含まなければならない。このほか、物価
による自動調整メカニズムを併用することも可能だ(適用すると額が減少する場合を除く)。また、各国には適正さを評価
するための目安となる額を設定することが求められる。指令は、使用可能な指標として、統計上の税引き前賃金の中
央値の60％、平均値の50％、その他各国で使用している目安となる額などを挙げている。

各国は、少なくとも2年に1度(物価連動型を採用している場合は4年に1度)の最低賃金額の改定のほか、制度を所
管する組織に対して各種の提言を行う専門機関を設置することが求められる。加えて、異なるグループ毎の最低賃金
額の設定や、一部の労働者に減額を適用する場合、それらが差別的でないことや、目的に照らして相応でなければな
らない(6条)。

【労使の参加】

意思決定プロセス全般で労使参加を得るための措置を講じなければならない(7条)。また、労働基準監督官または
最低賃金制度の執行機関による管理・検査、等に取り組むことを求めている(8条)。

【保護状況に関するデータ収集・報告】

各国には最低賃金(法定最低賃金及び労働協約による最低基準)による保護状況に関するデータ収集のための措
置を講じ、収集したデータや情報を、2年毎に欧州委に報告することが義務付けられる(10条)。

出典：（独）労働政策研究・研修機構のHPより作成 9



労働者の賃金の平均値・中央値に占める最低賃金の割合
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（注１）令和６年賃金構造基本統計調査の調査票情報を基に労働基準局賃金課で独自集計。５人以上事業所の常用労働者が対象。

（注２）それぞれ、回答のあった労働者の賃金と労働時間を基に時給換算し、2024年秋に改定した各都道府県の最低賃金額との比率を算出。

（注３）時給換算に当たっては、
「所定内給与額＋特別給与額」は、所定内給与額は、所定内実労働時間(/月)で除し、「特別給与額」は、特別給与額／12を、所定内実労働時間
数(/月)＋超過実労働時間数(/月)で除し、

「所定内給与額＋超過労働給与額＋特別給与額」は、所定内給与額、超過労働給与額及び特別給与額／12を、所定内実労働時間(/月)＋超過
実労働時間(/月)で除し、
「所定内給与額」は、所定内実労働時間(/月)で除している。

○ EU指令（適正な最低賃金に関する指令）においては、最低賃金の設定に当たって、賃金総額の中央値の６
割や平均値の５割を参照指標として加盟国に示されている。

○ 「賃金総額」の考え方は様々にあるが、日本において、労働者の賃金の平均値・中央値に占める最低賃金の割合は次のとおり。

　賃金平均値 　賃金中央値

1,055 一般労働者 常用労働者計

(一般＋短時間)

一般労働者 常用労働者計

(一般＋短時間)

　　所定内給与額

 ＋特別給与額
41.5 47.2 49.4 59.2

　　所定内給与額

 ＋超過労働給与額

 ＋特別給与額

40.9 46.5 48.4 57.9

（参考）

　　所定内給与額 50.9 55.7 59.1 67.3

（単位：％）



法人企業統計による資本金規模別労働分配率
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○ 労働分配率は直近では低下しているが、資本金規模が少ない企業ほど、高い割合で推移している。

（単位：％）

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 参考：母集団数
（単位：社）

労
働
分
配
率

規模計 67.5 67.6 66.2 66.3 68.6 71.5 68.9 67.5 65.1 2,991,782

資本金規模1,000万円以上 65.4 65.2 64.1 64.5 66.6 69.3 66.0 65.0 62.8 900,784

〃 10億円以上 52.8 53.7 51.7 51.3 54.9 57.6 52.4 51.2 48.2 4,688

〃 １億円～10億円 68.0 66.5 65.8 65.6 67.8 69.6 66.0 65.1 62.7 26,151

〃 1,000万円～１億円 75.3 74.3 74.2 76.0 77.1 80.0 78.8 77.3 76.9 869,945

〃 1,000万円未満 82.3 83.4 80.3 78.5 82.3 86.5 91.0 84.6 80.0 2,090,998

資料出所 財務省「法人企業統計」

（注）１ 金融業、保険業を除く全産業。

２ 「資本金規模1,000万円以上」の数値については、厚生労働省労働基準局賃金課にて算出。

３ 各項目・指標の算出は以下のとおり。

労働分配率＝人件費÷付加価値額。

付加価値額＝人件費＋支払利息等＋動産・不動産貸借料＋租税公課＋営業純益。

人件費＝役員給与＋役員賞与＋従業員給与＋従業員賞与＋福利厚生費。
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2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

規模計 資本金規模1,000万円以上 資本金規模10億円以上

資本金規模１億円～10億円 資本金規模1,000万円～１億円 資本金規模1,000万円未満
(%)



最賃近傍雇用者構成比（2024年）

（資料出所）厚生労働省「令和６年賃金構造基本統計調査」の調査票情報を厚生労働省労働基準局にて独自集計して作成。
（注）１．常用労働者数が10人以上の民営事業所及び常用労働者数が５～９人で企業全体の常用労働者数も５～９人である民営事業所の数値。

２．「最賃近傍雇用者構成比」は、2024年６月の１時間当たり所定内給与額がその時点で適用されている事業所の所在地の地域別最低賃金額×1.1未満である
労働者（ここでは、「最賃近傍雇用者」という。）の就業形態、男女、年齢階級別の構成比。
所定内給与額には、通勤手当、精皆勤手当、家族手当を含む。

一般労働者 男性 24歳以

下 2.2% 一般労働者 男性 25～59歳 6.3%

一般労働者 男性 60歳以上 3.2%

一般労働者 女性 24歳以下

2.2%

一般労働者 女性

25～59歳 8.7%

一般労働者 女性

60歳以上 2.9%

短時間労働者 男性

24歳以下 10.0%

短時間労働者 男性 25～59歳

5.0%

短時間労働者 男性 60歳以上 5.5%

短時間労働者 女性 24歳以下 12.0%

短時間労働者 女性

25～59歳 28.2%

短時間労働者 女性 60歳以上

13.7%
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就業形態、男女、年齢階級別影響率と労働者構成比（2024年）

6.8%

1.6%

4.6%

6.8%

3.4%

9.5%

30.0%

17.6%

18.8%

31.7%

19.0%

24.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

60歳
以上

（影響率）

（就業形態、男女、年齢階級別労働者構成比）
（資料出所）厚生労働省「令和６年賃金構造基本統計調査」の調査票情報を厚生労働省労働基準局にて独自集計して作成。
（注）１．常用労働者数が10人以上の民営事業所及び常用労働者数が５～９人で企業全体の常用労働者数も５～９人である民営事業所の数値。

２．縦軸の「影響率」は、2024年６月の１時間当たり所定内給与額が2024年の秋より適用された事業所の所在地の地域別最低賃金額未満である常用労働者（以下、「影響労働者」という。）の割合。
所定内給与額には、通勤手当、精皆勤手当、家族手当を含む。

３．横軸の「就業形態、男女、年齢階級別労働者構成比」は、就業形態、男女、年齢階級計の常用労働者数に占める各区分の常用労働者数の比率を示している。
４．各区分の長方形の面積は、影響労働者のボリューム（就業形態、男女、年齢階級計の常用労働者に占める比率）を示している。

25～59歳

24
歳
以
下

24
歳
以
下 25～59歳

60
歳
以
上

24
歳
以
下

25
～
59
歳

60
歳
以
上

24
歳
以
下

25～59歳

60
歳
以
上

一般労働者 短時間労働者

男性 女性 男性 女性

就業形態、男女、年齢計：8.8%
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産業（大分類）別影響率と労働者構成比（2024年）

21.2%

16.7%

13.9%

9.2%
8.1%

7.2%

6.4%

5.5%

4.2% 4.0%

2.8%

1.9%

1.7%

1.2%

1.2%

0.5%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
、
娯
楽
業

（影響率）

（産業大分類別労働者構成比）
（資料出所）厚生労働省「令和６年賃金構造基本統計調査」の調査票情報を厚生労働省労働基準局にて独自集計して作成。
（注）１．常用労働者数が10人以上の民営事業所及び常用労働者数が５～９人で企業全体の常用労働者数も５～９人である民営事業所の数値。

２．縦軸の「影響率」は、2024年６月の１時間当たり所定内給与額が2024年の秋より適用された事業所の所在地の地域別最低賃金額未満である常用労働者（以下、「影響労働者」という。）の割合。
所定内給与額には、通勤手当、精皆勤手当、家族手当を含む。

３．横軸の「産業大分類別労働者構成比」は、産業計の常用労働者数に占める各産業の常用労働者数の比率を示している。
４．各産業の長方形の面積は、影響労働者のボリューム（産業計の常用労働者に占める比率）を示している。

サービス業
（他に分類さ
れないもの）

卸売業、小売業

運輸業，
郵便業 製造業

不動産業、
物品賃貸業

情報通信業

教育、学
習支援業

複合サービス事業

医療，福祉 建設業

金融業、保険業

学術研究、専門・
技術サービス業

鉱業、採石業、
砂利採取業

電気・ガス・熱
供給・水道業

宿
泊
業
，
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

産業計：8.8%
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時間当たり所定内給与額と最低賃金額との差の分布（一般労働者）

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」の調査票情報を厚生労働省労働基準局にて独自集計して作成。
（注）１．常用労働者数が10人以上の民営事業所及び常用労働者数が５～９人で企業全体の常用労働者数も５～９人である民営事業所の数値。

２．１時間当たりの所定内給与額は、６月の所定内給与額を６月の所定内実労働時間数で除して算出。なお、所定内給与額には、通勤手当、精皆勤手当、家族手当を含む。
３．上記２の１時間当たり所定内給与額と、その前年の秋から適用されている地域別最低賃金額の差の５円単位の分布。
４．2014年の数値は、2024年調査の集計範囲、復元方法に合わせて集計している。
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時間当たり所定内給与額と最低賃金額との差の分布（短時間労働者）

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」の調査票情報を厚生労働省労働基準局にて独自集計して作成。
（注）１．常用労働者数が10人以上の民営事業所及び常用労働者数が５～９人で企業全体の常用労働者数も５～９人である民営事業所の数値。

２．１時間当たりの所定内給与額は、６月の所定内給与額を６月の所定内実労働時間数で除して算出。なお、所定内給与額には、通勤手当、精皆勤手当、家族手当を含む。
３．上記２の１時間当たり所定内給与額と、その前年の秋から適用されている地域別最低賃金額の差の５円単位の分布。
４．2014年の数値は、2024年調査の集計範囲、復元方法に合わせて集計している。

（円）

16

0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

2.50%

3.00%

3.50%

4.00%

-3
0
0

-2
5
0

-2
0
0

-1
5
0

-1
0
0

-5
0 0

5
0

1
0
0

1
5
0

2
0
0

2
5
0

3
0
0

3
5
0

4
0
0

4
5
0

5
0
0

5
5
0

6
0
0

6
5
0

7
0
0

7
5
0

8
0
0

8
5
0

9
0
0

9
5
0

1
0
0
0

1
0
5
0

1
1
0
0

1
1
5
0

1
2
0
0

1
2
5
0

1
3
0
0

1
3
5
0

1
4
0
0

1
4
5
0

1
5
0
0

1
5
5
0

1
6
0
0

1
6
5
0

1
7
0
0

1
7
5
0

1
8
0
0

1
8
5
0

1
9
0
0

1
9
5
0

2
0
0
0

2
0
5
0

2
1
0
0

2
1
5
0

2
2
0
0

2
2
5
0

2
3
0
0

2
3
5
0

2
4
0
0

2
4
5
0

2
5
0
0

2
5
5
0

2
6
0
0

2
6
5
0

2
7
0
0

2
7
5
0

2
8
0
0

2
8
5
0

2
9
0
0

2
9
5
0

3
0
0
0

2024年

2014年


	スライド 1:  委員からの追加要望資料
	スライド 2: 消費者物価指数（食料関係）の対前年上昇率の推移
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8: 諸外国の最低賃金制度（適用除外、減額措置）
	スライド 9: 　欧州連合（ＥＵ）の最低賃金に関する指令（2022年10月成立）
	スライド 10: 労働者の賃金の平均値・中央値に占める最低賃金の割合
	スライド 11: 法人企業統計による資本金規模別労働分配率
	スライド 12: 最賃近傍雇用者構成比（2024年）
	スライド 13: 就業形態、男女、年齢階級別影響率と労働者構成比（2024年）
	スライド 14: 産業（大分類）別影響率と労働者構成比（2024年）
	スライド 15: 時間当たり所定内給与額と最低賃金額との差の分布（一般労働者）
	スライド 16: 時間当たり所定内給与額と最低賃金額との差の分布（短時間労働者）

